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片野一郎著 「貨幣価値変動会計」

(同 文 館 出 版,1962),pp.1118.
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§1序 説

15世 紀における複式簿…記の成立には じまる会計の歴史は,19世 紀に入って

か ら製造工業の興隆 と固定資産の増大に ともない,減 価償却の理論な らびに

原価会計の制度を産み出すにいたったが,さ らに20世 紀に入って"イ ソフレ
の

一 ショソとい う怪物"に 遭 遇 し,目 下 それ に対 処す る方法 を確 立 す る必要に

せ ま られてい る。す なわ ち,19世 紀 の後 半 に確 立 され た今 日の企 業会計が基

本的 コ ソベ ソシ。ソの1つ と して い る貨 幣価 値 不 変 の公 準は,貨 幣 価 値 の変

動 とい う事 実 に 直 面 した場合,ほ とん ど意 味 の ない前 提 とな って しま うか ら

であ る。

ここに,貨 幣 価 値 変 動 を前 提 とす る会 計 の理 論な らびに制 度が安 定価値会

計(stabilizedaccounting)も し くは 貨 幣価 値 変 動 会 計(accountingfor

(1)飯 野 利 夫,"棚 卸 資産 利 益 の会 計 思考",「 産 業 経 理 」,1953年4月 号,PP・42-46・
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くの

changingmoneyvalue)と い う名 の も とに 研究 され て い る わけであ る。そ

れは,従 来 の貨 幣 価 値 不変 を前 提 とす る原価主義会計に とって一種の革命 で
で　ラ

あ り,"近 代 会 計 に お け る コペ ル ニ クス的 課題"と い うこ とが で き るで あ ろ

う。

これ か ら書評 を試み るにあた って,ま ず 本 書 の 内容 と著 者 自身 の ア プ ロウ

チ の仕 方を知 ることに しよ う。

全9章 の うち85%を さい て い る第1章 か ら第8章 ま で は,第1次 世 界 大

戦 以降 に おい て激 しい イ ソフ レー ショソを経 験 した ドイツ,フ ラ ソス,中 国

上 海,お よび 日本 に つ い て,ま た,軽 微 な イ ソフ レー シ 。 ソを経 験 した アメ

リカお よびイギ リスについて,そ れ ぞれ,貨 幣 価値 変動 に起 因す る会 計事 象

を数多 くの文献 に よって考察 し,か つ,第2次 世 界 大戦 中 の 中 国上海 お よび

第2次 世 界 大 戦 後 の 日本 に つ い て,そ れ ぞれ 実 在 企業 に対 す る実 験 調査を加

え るなど,極 め て実 証 的 に検 討 し,そ こか ら安 定 価 値 会計 事 象 を類 型化す る

とい う発展史的考察が行なわれ てい る。

しか し,著 者 が も っ と も力 点 を おい て い るのは,"安 定 価 値 会 計 の体 系化"
での

と題す る第9章 であ り,こ こでは前記8章 にわたって行なった考察か ら帰納

して,企 業におけ る安定価値会計の体系的構造を確立す る試みがなされてい

る。いま,そ こで取 り扱われている主要な問題点を要約すれば,次 の5つ に

なるであろ う。そ して,な かんつ く,2番 目以降の問題点は著者独 自の見解

が披歴 されているとい う点で,特 筆に値す るものである。

(1)歴 史的原価主義会計の破綻 と安定価値会計思考の生成。

(2)企 業会計における安定価値会計の位置づけ。

(3)安 定価値会計の執行手続。

(1)貨 幣価値修正会 計 と称 され ること もあ る。なお,貨 幣価値 変動 を前提 とす る会

計 の呼称 につ いては,本 書のpp・833-834,お よび片野 一郎編,「 資産会計 論」

(中央経 済社,1961)PP・76-77を 参照 。

(2)片 野一郎,"貨 幣価値変 動会 計 の展望",「 産 業経理 」,1963年8月 号,p・8.

〈3)一 橋大学へ学 位請求 論文 として提 出された際,こ の第9章 の部 分が 主論交 で あ

つた との ことであ り,そ の英訳 が本書 の巻末 に掲 載 され てい る。
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(4)安 定価値会計と資本維持問題。

(5)安 定価値会計上の安定価値規準。

§2歴 史的原価主義会計の破綻

一85一

貨幣価値 の不変を前提 とする歴史的原価主義による企業会計が貨幣価値の

変動によって こ うむる機能障害 として,著 者は,綿 密な実証研究に基づい
(1)

て,5つ の具体的な矛盾を列挙 しているが,そ れ らは所得測定職能に関する

障害 と,そ れに起因する情報伝達職能に関する障害 とに要約 できるで あろ

う。

しか し,安 定価値会計が理論的にも制度的にも確立 されていなかった過去

において,多 少 ともイ ンフレーショソを体験 した各国では,い ずれ も歴史的
(2ノ(3)(4'

原価主義会計の枠内で秘密積立金工作,後 入先 出法,加 速償却法,時 価費用
くの

法 といった財務政 策を採用 し,そ れ らの政 策が 行 きづ ま る よ うな破 局的 イ ソ

フ レー ショ ンに直面 した際は イ ソフ レーシ ョソの終憶 を待 っていわ ゆ る国家

の行政措 置に よる会計整備が な された。

さて,過 去 に お い て激 しい イ ンフ レー シ ョソを体験 した各 国がイ ンフ レー

シ 。ソ終偲時に行 なったいわゆ る資産再 評価 について,著 者 は,こ れ を2つ

(6ノ
の 類 型 に 大 別 して い る。 す な わ ち,新 出 発 会 計(freshstartaccounting)

(1)PP.823-824.

(2)た とえば,第4章 太 平 洋 戦 争 中 の 中 国上 海 イ アフ レー シ ョ ン会 計 の なか で

述 べ られ てい る事 例(PP.254-277)を 参 照 。

(3)た とえ ば,第8章 第2次 世 界大 戦 後 の 日本 イ ン フ レー シ ョン会 計 の なか で

述 べ られ て い る事 例(PP.746-749)を 参 照 。

(4)た とえ ば,第6章 第2次 世 界 大 戦 後 の イ ギ リス ・イ ンフ レー シ ョ ン会 計 の発

展 の な か で 述 べ られ て い る事 例(Pp・414-418,449-454)を 参照 。

(5)た とえば,第1章 第1次 世 界大 戦 後 ドイ ッイ ンフ レー シ ョ ン会 計 の なか で

述 べ られ て い る事 例(pp・11-18),お よび 前 記 第4章 の なか で 述 べ られ てい る

事 例(pp・314-319)を 参 照 。

(6)pp・901-914を 参 照 。 な お,第2次 世 界 大 戦 後 の ア メ リ カに お い て 拾 頭 した 価

額 引 上 準 更生(upwardquasi-reorganization)と い う思 考 も新 出 発 会 計 の系 列

に 属 す る 。詳 し くは,第7章 第2次 世 界 大 戦 後 の ア メ リ カ ・イ ン フ レー シ ョン

会 計 の発 展 の第8節 価 額 引上 準 更 生 会 計 思 考 の 拾 頭(pp.610-619)を 参 照tr
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と統一再評価会計(revalorizationaccounting)で あ る。 前 者 は第1次 世 界

大 戦 後 の ドイ ツお よび第2次 世 界 大 戦後 の西 ドイ ツで,後 者 は両 大 戦 後 の フ

ラ ソス お よび第2次 世 界 大 戦後 の 日本 で,そ れ ぞ れ 実 際 に行 なわ れ た 会計 整
ビい

備 措置であるが,著 者は,こ の2つ の会計が手続 のみでな く継続企業概念 と

い う基本的理論構成の面で も本質的に異なっていることを次のように力説 し
ぐ　ラ

て い る 。

後者は,こ れ までの継続企業会計の体系を維持 して,そ の基礎 の上に行なわれる会計

措 置であるが,前 者は,こ れ までの継続企業会計 の体系を破棄して,新 しくこれを構成

しなおす会計措置である。具体的には"統 一再評価"は,安 定価値規準を評価基準に し

て,資 産の取得原価を価値修正す るとともに,旧 来の資本を価値修正す る,と い う思考

と手続をとるのに対 し,"新 出発"は,当 該企業の将来的収益 力に評価基準を おいて資

産を個別的に評価替することによって新資本金を決定 して会計を出直す,と い う思考 と

手 続を とるものである。

以上,わ れ わ れ は,著 者 に従 って,今 世 紀 に な ってか ら過 去2回 にわ た る

大 イ ソフレーショソを体験 した世界各国の実情を考察 した。著者は,か かる

イ ソフレーショソ会計の体験か ら帰納 して,貨 幣価値変動時に歴史的原価主

義 会計が こうむる機能障害を克服するもっとも科学的な方法は安定価値会計

を おいて ない と断言す るのであ る。

§3企 業 会計におけ る位置 づけ

貨幣価値の変動を前提 とする安定価値会計は,企 業会計の構造上 どのよう

(1)詳 しい手 続 は,そ れ ぞ れ,前 記 第1章 の 第4節 マ ル クの安 定 と会 計 措 置

(pp・81-100),第2章 第1次 世 界 大 戦 後 フ ラ ンス の イ ンフ レー シ ョン会 計

の 第4節 平 価 切 下 げ 後 の 固定 資 産 再 評 価(pp・154-165),第5章 第2次 世

界大 戦 後 の フ ラ ソス ・イ ン フ レー シ ョンに お け る貸 借 対 照 表 の再 評 価 と改 訂

(pp.359-388),お よび 前 記 第8章 の第1節 日本 イ ンフ レー シ ョ ン に お け る

資 産 再 評 価 の あ り方(pp・724-734)を 参 照 。

な お,第2次 世 界大 戦 後 の ドイ ツお よび フ ラ ンス の 事 例 に 関 して は,Holzer

andSch6nfeld,"TheGermanSolutionof七hePos七 一WarPriceLevel

Problem,""TheFrenchApproachtothePost-WarPriceLevelProblem,"

TheAccounti・ngRevieω,Apri11963,pp.377-388を も参 照 。

(2)P.911.
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に位置づけ られるのであろ うか?す なわち,そ れは伝統的な歴史的原価主

義会計 と相対立す る二者択一的なものなのか,そ れとも,両 者は二者同格的

なものとして企業会計構造の両輪を形成するものなのか とい う疑問がある。

この問題点に関 しては,現 在 までのところ諸外国でもまだ明確な主張を展開

した文献を見いだすことができない状態であるが,こ の疑問が解決 されない

か ぎり,安 定価値会計の理論的妥当性 と制度的実効性を主張できないはずで

ある。

かか る課題に対 して,著 者は,ま ず企業会計が果たすべ き基本的職能に対

す る認識に問題解決の手がか りを求めている。著者によれば,企 業会計の基
r1)

本的職能 として2つ のものが挙げ られている。すなわち,1つ は会計主体の

'財産管理に対する会計責任(
accountability)の 設定か ら解除にいたる過程

'を明 らかにす ることであ り
,も う1つ は会計主体の期間損益を測定す るとい

うことである。そ して,こ こで注意すべ きことは,前 者の場合にあっては原

覧則的に企業外部 と
の取引によって成立する客観性 と検証性 とを具えた歴史的

原価が形式的な貨幣数量計算の うえで要請され るのに対 して,後 者の場合に

あ っては一定期間の収益か ら損費を控除するとい う実質的な貨幣価値計算の

うえで歴史的原価が要請 されるのであ り,ひ としく歴史的原価 といって も,

そ の両者の間に質的な相違があるとい うことである。

か くして,貨 幣価値変動を前提 とする場合,著 者は,会 計責任の設定 と解

除 とい う職能の面か ら歴史的原価による会計を存置すると同時に,期 間所得

の測定 とい う機能の面か ら安定価値原価 による会計を設ける必要があ り,両

者はけ っして二者択一的なかたちではなしに二者同格的なかたちで調整 され

るべきだ と主張するのである。いま,そ の調整体系を著者 自身の説明図と解

く　ラ

説 に よって示せば次の とお りであ る。

(1)PP.816-822,

{2)PP・843-844か か る調 整 体 系 は,つ とに1946年,太 田,岩 田,片 野,'「 貨 幣価

値 変 動 会 計 」(産 業 図 書,1946),pp・11-21に お い て 明 らか に され て い る。
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=塵 鞭 劃←
↓」

〔第1次 会計⊃

鵡襯欄 幽 趨 蟹=蟻 蟄

雛 離 にコ鶴 饗}沖2次 会計〕

第1次 会計領域では,歴 史的原価による会計記録を して経営の取引事実を真実に反映

せ しめ,記 録と記録 との照合,記 録と事実との照合を行 な う機能を保持せ しめ,こ れに

もとついて会計報告書が作成される。 そこでは貨幣価値変動下における会計管理の職能

がはたされる。第2次 会計領域では,第1次 会計領域の歴史的原価に よる勘定記録に基

礎をおいて,安 定価値原価に修正 した勘定記録を設定 し,こ れにもとついて会計報告書

が作成 される。そこでは貨幣価値変動下の企業の経済性の測定およびこれにもとつく情暫

報が提供されるのである。

§4執 行 手 続

安定価値会計の実施にあたって,最 大の難題は,安 定価値規準を何に求め

るかとい うことともに,そ の具体的な執行手続をどうするかとい うことであ

る。以下,著 者が独自で考案 した総勘定元帳外で行な う表式安定価値会計の

方法を紹介 しよう。その実施手続は,要 点だけ箇条書 きに示せぽ,次 のとお
(1)

りで あ る 。

)

)

)

)

)
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基点価値開始残高表の作製。

基点価値月次取引集計表の作製。

基点価値決算前試算表の作製。

決算表の作製。

期末価値財務表の作製。

総勘定元帳に 「損益勘定価値修正勘定」

・「残高勘定価値修正勘定」の設定。

(1)仮 設 例につい てはpp・886-896を,ま た中 国上 海 の1企 業 に試み た実 例につ

い てはpp・344-558を 参照 。 なお,こ こでは 月次修 正を前提 に して解説す るが,

日次修正 を必 要 とす る場 合で も,月 次指数 に代 えて 日次指 数を とるだけ で基本的

には同 じで あ る。
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(1)基 点価値開始残高表は,安 定価値会計を実施する初めてにおいて,貨

幣価値の面で過去 の異質的数値が合成 されている前期繰越項 目をすべて基点.
(1)

価値へ遡及修正 して同質的数値にするために作 られる。その様式は次のとお

りであ恥

基 点 価 値 開 始 残 高 表(年 月)

言 一別 未 修 正 騰 謬 価劉 貸 方i未 修 正'指&rg'・'"・価整

固定資産

棚卸資産

貨幣資産

(貨幣価値変 動 損)

資 本 金

剰 余 金

貨幣負債

優雛)

(2)基 点価値月次取引集計表は,前 月か らの繰越高を含まない毎月の純月
(2)

次取引高を基点価値へ遡及修正 して同質的数値にするために作 られる。その

様式は次のとお りである。

基点価値月次取引集計表(年 月)

謝 価劉 指数 未修正 陣 定科 目 未修正[指 数薩 点璽

×

×

×

×

×

×

(3)基 点価値決算前試算表は,前 記の基点価値開始残高表と毎月の基点価

(1)こ の場 合,固 定 資産,棚 卸資産,お よび 自己資 本か らな る実体 価値項 目の修正

手続 は相 当 に面倒 であ る。PP.858-866を 参照 。

(2)こ の場 合 も,実 体価値 項 目に関す る修正 手続 は,当 該 月の取得 にかか わ る分 と

過去 の取得 にかか わ る分 とについ て,個 別的 に行 なわなければな らない。

pp.866-871を 参照 。
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値月次取引集計表を合算 し,期 末決算前における記帳の正確性を保証するた

めに作 られる。その様式は次のとお りである。

第X期 基 点 価 値 試 算 表

未 修 正

高残計合

基点価値修正

合 計 残 高
勘 定 科 目

基点価値修正 未 修 正

高残計合高残計合

(4)決 算表は,決 算前試算表を基礎に して決算を行な うための運算表であ

る。その様式は下記のとお りであるが,作 製手続は次の順序に従 う。

決 算 表

価
算
点
決
基
値D(

勘

定

(算
項
目

損
益
計
)

(
算
項
目

財
産
計
)

(n)濯 魏 (皿)名 目決算 (IV)価 値修正

損
価
値
末
価
期
表

末

・
照

期
書
対
算
借

)
計
貸

α
益
値

まず,決 算前試算表の資料に基づいて,(1)欄 と(橿)欄 で決算を行ない,

(1)欄 の結果を期 末 価値 に前 進修正 したものを(盈)欄 へ記入す る。次いで

(∬)欄 と(翼)欄 との差額を(IV)欄 へ記入す る。 この場合,(IV)欄 の財産計算
くの

領域に現われ る貨幣価値項 目の金額は,貨 幣価値変動損益であるか ら,そ れ

を損益計算領域へ振 り替えなければな らない。か くして,(V)欄 へは期末価

値 による損益計算書と貸借対照表の各項 目が記入され るのであるが,貸 借対

(1)こ の貨 幣価値項 目に生ず る貨 幣価 値変 動損益 の認識 とい うことは非常 に重要 な

事 柄 で あ る。PP・874-876を 参照 。
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照表の貨幣価値項 目に関 しては名目額が計上 され る。

(5)期 末価値財務表は決算表の(V)欄 に基づいて安定価値原価で作製 され

る。この場合,損 益計算書では貨幣価値変動損益が実現部分 と未実現部分 と

に分け られ,か つ営業損益と区別して表示され る。

(6)総 勘定元帳に設定 される 「損益勘定価値修正勘定」 と 「残高勘定価値

修正勘定」には,決 算表の(W)欄 におけ る価値修正額が記入され,名 目計算

と安定価値計算 との調整がはか られることになる。

以上で説明 した勘定記録修正法による安定価値会計の具体的手続は,著 者

自身が"… …いまだ不完全なものであ り,な かんず く,決 算評価の手続に関
(P

して さ らに綿密 に推敲 しなければな らない 点を残 してい る……"と 述べ て い

る もの の,筆 者 が知 るか ぎ り,現 在 まで の段 階 で は,内 外 の文 献 中 もっ とも
(2)

組織的かつ秩序的な体系である。

§5資 本 維 持 問 題

現代の企業会計においては,貨 幣価値が不変であるとい う仮定のもとに,

資本が貨幣資本として把握され,そ の貨幣資本維持の うえにたって期間損益

1計算が遂行 され る。 したがって,一 定期間の収益に対応され る損費は,歴 史

i的原価によって計上されている。 しか し,企 業の再生産に必要な再取得原価

(1)p.853.

(2)た とえ ば,W.A.Paton,CorporationAccountsanaStαtements(NewYork,

TheMacmillanCompany,1955)の 第19章,"Uniform-DollarReporting,"

PP・554-565,w.A.Paton,Jr.,AstudyinLiguidity(NewYork,The

MacmillanCompany,1958),pp.171-173,お よびPerryMason,Price-Level

ChangesanaFinancialStatements(A,A.A.MonographSeriesNo.6,1956),

PP・14-28な ど と比 較 参 照 。 な お,こ の著 者 の 表 式安 定 価 値 会 計 の方 法 は,H・

W.Sweeney,StabiligedAccozantin8(NewYokk&London,Haper&

BrothersPublishers,1936),PP.219に オ リ ジ ナル ・ヒ ン トを 得,1943年 か ら

1944年 に か け て 中 国上 海 の1企 業 に対 す る実 験 的 な 調 査 研 究 を行 な う際 に 独 自で

工 夫 した も ので あ るが,そ の後,1959年 に大 蔵 省 の委 嘱 を 受 け て行 な った"第2

次 世 界大 戦 後 の 日本 イ ソ フ レー シ ョ ン下 に お け る連 合 国 人所 有 株 式 の 戦 争 損害 補

償 額 測 定"問 題 の 研 究 に 関 して 日本 の1企 業 に 適用 して調 査 した際,さ らに 細 部

、に わ た る検 討 を 加 え て補 筆 され た も ので あ る。
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の計上 とい う実体資木維持の うえにたつ期間損益計算 も考え られ る。

両者の資本概念の相違は,貨 幣価値が比較的安定 している場合でも,当 然

損益数値を異なったものにす るであろ う。ただ,貨 幣価値が比較的安定 して

いるとい う前提があるかぎり,そ の相違は,少 な くとも実務上,あ ま り問題

にならない。 しか し,イ ソフ レーシ。ソによって貨幣価値が大巾に変動する

とい う場合,貨 幣資本維持を前提 とする企業会計は,期 間損益計算において

架空利益の計上をともない,そ の社 外 流 出 によって資本 の蚕食をもた らす

ことになる。ここに,イ ンフ レーショソ期において実体資本維持を前提 とす

る企業会計を強 く主張する声が聞かれるのである。

の
これに対 して,著 者は,ま ず企業資本の本質について考察 し,次 いで安定

くの

価値会計の面から実体資本維持説が有する欠陥を指摘 した うえ,基 本的には

資本を自由選択性資金(alternativefund)と みなす 貨幣資本維持を主張す

るのである。すなわち,貨 幣価値が不変である条件のものとでは,名 目貨幣

資本維持を主張 し,貨 幣価値が変動す る条件 のもとでは,安 定価値貨幣資本

維持一 購買力資本維持を主張す るのであるが,そ の根拠を著者は次のよう
ぐの

に述べ てい る。

資本主義企業は本来貨幣的利益を獲得することを目的として存立する貨幣資本団体で

ある。継続事業としての企業経営は,短 期的には同 じ内容の生産活動 ・販売活動を繰り

返して行 くが,長 期的には生産技術の進歩 と人間の社会生活の変遷に適応 して漸次に生.

産 ・販売 の質的内容を変えて行 く,と い うのが否定 しえない産業社会の現実の事実であ

る。

か くして,資 本主義における企業資本の本質が選択性資本だと認識する著
くの

者の立ち場からすれぽ,安 定価値会計本来の目的である貨幣価値変動時にお

ける計算貨幣の尺度性回復とい う根本的課題は,貨 幣価値変動時における実

(1)PP.916-918.

(2)pp.933-936.

(3)p.937.

(4)こ の立 ち場 の底 に流 れ てい る考 え は,企 業 資 本 を 形 成 す る資 産 のff-一 的属 性 が

現 金 性 に 求 め られ る こ とを 暗 示 して い る。
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体 資本維持 とい う課題 と次元をまった く異にず るのである。すなわち,実 体

資本維持ないし実物資本維持の主張は,貨 幣価値変動下の歴史的原価主義会

計に生ず る貨幣数値 の異時比較機能の喪失と同時比較機能の喪失の うち,後

者だけについて,そ れも部分的に匡正作用を果たすだけであ り,ま た,一 般

に貨幣価値項 目について生ずる貨幣価値変動損益の測定を行なわない結果,

本質的には財務政策とい う課題 に結びつ くと考えられているのである。

§6安 定 価 値 規 準

安定価値会計の執行手続について述べた際にも触れた とお り,貨 幣価値修

'正を行な う場合に使用する安定価値規準 として何を求めるべ きか とい う問題

は,安 定価値会計実践上の最大の難題 の1つ である。 この難題に対す る著者

のアプロウチは,ま ず貨幣会計上の計算尺度として安定価値規準が具備すべ

き会計的要件 の吟味か ら始め られている。

著者によれぽ,か かる安定価値規準は,特 定企業内部における比較性だけ

でな く異種企業間の比較性をも有すること,さ らに,企 業 と非企業 とを通 じ

て国民経済的規模において適応性を有す ること,さ らにまた,特 定の貨幣圏

内 にとどま らず,別 の貨幣圏との間に為替率をもって国際経理の交流が可能
の

になるものでなけれぽな らない とす るのである。

これは,i著 者が貨幣会計の本質に照 らして吟味 した結果,理 想的安定価値

基準に国際的同質計算尺度として機能するものを求めていることを物語 って

お り,そ の広い視野に基づいた主張は他の類書にその例を見いだす ことがで

きないのであるが,そ れは著者が第2次 世界大戦中の中国上海 のインフレe-・・一

ショソの渦中に身をおいて1邦 人企業に関す る実証的研究を した努力の結晶

が もた らした成果だとい うことができるであろ う。そ して,こ のような著者

の安定価値規準観か らすれぽ,実 体資本維持の立ち場か ら特定企業に対する

.特殊的貨幣価値変動指数を価値基準 とす る特殊的安定価値会計では,た とえ

(1)PP.942-949.
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1企 業についてす ら・その内部に異なる2つ 以上の業種がある場合,同 質的

計算尺度に基づ く会計数値連結能力を失 うに 至ることは明白である。

か くして,著 者は,ア ルベキ姿 としての理想 的安 定 規準を理論的に指定

した うえで,そ れに近似的なものとして現実に利用できそ うな貨幣価値変動

測定指標 として次の3つ を挙げ,そ れぞれの妥当性を吟味 しているのである

が,そ れぞれ欠陥があ り,今 後の解決に関して貨幣論専門家と統計専門家の

(1)

支援が必要であることを提言 している。

(1)同 一貨幣圏内におけ る一般物価指数。

(2)金 価格指数。

(3)貨 幣価値の安定 してい る貨幣圏 との自由為替相場。

§7結 語

以上,わ れわれは,本 書において著者が提示 している安定価値会計の問題

点を5つ に しぼって紹介し,同 時に,そ の背後にある著者のアプロウチの仕

方をも考察 した。 これをひと口でいえぽ,資 本主義社会におけ る各国企業会

計が過去の貨幣価値変動に対処した思考 と方法を歴史的に検討 し,そ こか ら

安定価値会計思考に即 した類型化を行ない,さ らに安定価値会計の体系的構

造を確立しようと試みた実証的研究の成果だといえるであろ う。

したがって,こ の分野の研究において しば しば見 られる個人的主観に基づ

いた机上の空論でない ことを再言しておかなければな らない。安定価値会計

の企業会計における位置づけに関する主張は企業会計が果たす本質的職能に

対する深い洞察に基づ くものであ り,資 本維持問題に関する主張は企業資本

の本質に対す る鋭い解明に発す るものであ り,さ らにまた,執 行手続な らび

に安定価値規準に関する主張は厳 しい体験 と慎重な思索に由来するものであ

る。

なおまた,こ こで著者の視野の広 さについても付言 しておかなけれぽな ら

(1)PP.953-963.
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ない。それは,企 業会計を研究対象 としなが ら,常 に国民経済的規模におい

て考察 しているとい うことである。 この点は,な かんつ く安定価値規準に関

す る主張のなかで 述べ られているので あるが,安 定 価値基準の採用につい

て,企 業会計 と社会会計との構造論的握手 とい う課題にまで指向された考慮

くの

が払われ てい るのであ る。

このよ うな著者 の輝か しい成果に対 しては,わ が 国 ばか りで な く外 国か ら

も多 くの賛辞が贈 られてい る ことはい うまで もないが,こ こで筆 者 が知 り得

たH・W・Sweeney博 士 か らの賛 辞 これ まで に私 が見 た"安 定価 値 会

計"に 関 す る も っ と も完 全 な 書物(themos七comple七ebookon"Stabilized

ぐ　ク

Accounting"七ha七Ihaveeverseen!)と い う言葉 を お伝 え して お く。 かつ

て の安定価値会計 の創 唱者であ り,現 在 は公 認 会 計 士 の業 務 にた つ さわ るか

たわ らコロンビア大学大学 院経営学研究科で財務会計 の客員教授 を してい る

Sweeney博 士 か らの賛 辞 は,た とえ短 い もの で はあ るにせ よ,未 熟 な筆 者が

百 万 言 を費 して 述べ るよ りも,本 書 に千 鈎 の お もみ を加 え る ものであ ろ う。

最後 に,安 定価 値 会計 の具 体 的 執行 手 続 に関 してい うな らぽ,決 算 評 価 手

続 な どの面 で 改 善す べ き余 地が残 されてい ることは著者 自身 も認 めてい る と

ころであ るが,そ れ は ひ と り著 者 だ け の責 任で はな く,わ れ わ れ 会 計 人す べ

て に 課 され た今後 の宿題 とい うべ きであ ろ う。ただ,筆 者 と しては,わ が 国

と同 じよ うに 第2次 世 界大 戦 で 敗北 を 喫 した西 ドイ ツの戦後イ ソフ レー ショ

(1)た だ し,か か る個 別 企 業 会 計 と 国 民 経 済 会 計 と の 結 び つ き に つ い て は,否 定 的

な 見 解 を 発 表 して い る 者 も少 な くな い 。 た と え ば,A.C.Littleton,Structme

ofAccountingTheory(Urbana,Illinois,A.A.A.MonogarphSeriesNo.5,

1953),pp.189-194,大 塚 俊 郎 訳,「 会 計 理 論 の構i造 」(東 洋 経 済 新 報 社,

1955),pp.280-287,お よ びRaymondC.Dein,``PriceLevelAdjustments

FetishinAccounting,"TheAccountin8Revieω,January1955,PP.3-24.

を 参 照 。

(2)1963年 度 の 日本 会 計 研 究 学 会 賞 を 授 与 さ れ た 唯 一 の 書 物 で あ る 。 な おSweeney

博 士 の 賛 辞 は,著 者 に 贈 呈 され たHous七inShockey&HenryW・Sweeney,

TaxEffectsoゾOperatingasaCorporationo71)artne7'ship(EnglewoodCliffs,

Prentice-Hall,Inc.,1957),pp.321の 扉 に 書 か れ て い た も の で あ る 。
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ソ会計に関す る実証研究 を独立 して1つ の章 に ま とめ てお い て も らい たか っ

た とい う希望 を述べ てお く次第であ る。

(1963.10.13)




